
　
一
般
会
計
で
は
、
収
入
率
５０
・

７
㌫
、
支
出
率
３０
・
９
㌫
で
、 

特

別
会
計
合
計
は
、
収
入
率
３３
・
４

㌫
、
支
出
率
３７
・
７
㌫
。
企
業
会

計
は
、
収
入
率
２２
・
６
㌫
、
支
出

率
３２
・
５
㌫
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
一
般
会
計
の
支
出
で
は
、
建
設

事
業
の
工
事
費
や
委
託
料
が
、
事

業
完
了
後
に
支
出
さ
れ
る
の
で
、

上
半
期
の
支
出
率
は
低
く
な
っ
て

い
ま
す
。

　
特
別
会
計
は
、
国
民
健
康
保
険

事
業
や
介
護
保
険
事
業
、
公
共
下

水
道
事
業
、
簡
易
水
道
事
業
な
ど

の
特
定
事
業
の
会
計
で
す
。
収
入

で
は
、
国
や
県
の
補
助
金
、
市
債

が
事
業
完
了
後
の
収
入
、
一
般
会

計
の
繰
入
金
が
年
度
末
の
収
入
の

た
め
、
収
入
率
は
低
く
な
っ
て
い

ま
す
。

　
企
業
会
計
に
は
、
水
道
事
業
、

病
院
事
業
、
介
護
老
人
保
健
施
設

事
業
、
診
療
所
を
運
営
す
る
国
民

健
康
保
険
診
療
所
事
業
、
介
護
老

人
福
祉
施
設
事
業
の
五
つ
が
あ
り

ま
す
。
水
道
施
設
の
建
設
事
業
費

や
病
院
の
施
設
改
修
事
業
費
、
医

療
機
器
な
ど
の
建
設
事
業
費
な
ど

が
あ
り
、
一
般
会
計
と
同
じ
よ
う

に
支
出
率
は
低
く
な
っ
て
い
ま

す
。

　
市
債
の
状
況
を
表
４
に
、
基
金

の
状
況
を
表
５
に
ま
と
め
ま
し

た
。

　
本
紙
１１
月
１
日
号
で
平
成
２６
年

度
末
の
市
債
の
状
況
を
お
知
ら
せ

し
ま
し
た
が
、
本
年
度
上
半
期
で

は
、
２２
億
３
７
０
７
万
円
を
返
済

し
、
９
月
３０
日
現
在
の
借
入
残
高

は
、
一
般
会
計
、
特
別
会
計
、
企

業
会
計
ま
で
合
わ
せ
て
４
９
７
億

６
０
８
２
万
円
、
市
民
１
人
当
た

り
で
は
９４
万
８
８
９
２
円
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　
９
月
３０
日
現
在
の
基
金
は
、
財

政
調
整
基
金
の
２７
億
５
５
２
４
万

円
、
地
域
振
興
基
金
の
３５
億
３
０

９
５
万
円
な
ど
、
一
般
会
計
分
に

積
み
立
て
る
基
金
で
１
７
１
億
４

９
９
３
万
円
で
し
た
。

　
他
に
運
用
す
る
基
金
と
し
て
、

公
共
事
業
用
地
の
先
行
取
得
を
行

う
土
地
開
発
基
金
や
奨
学
資
金
を

貸
し
付
け
る
奨
学
資
金
貸
与
基
金

な
ど
が
あ
り
、
土
地
代
金
や
貸
付

金
を
含
め
、
運
用
基
金
総
額
は

１３
億
１
２
４
４
万
円
で
し
た
。

　
一
般
会
計
と
特
別
会
計
、
企
業

会
計
ま
で
含
め
た
基
金
総
額
は
、

１
９
２
億
１
４
２
６
万
円
。
市
民

１
人
当
た
り
３６
万
６
３
９
８
円
と

な
り
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
の
収
入
の
状
況
を
表

２
に
、
支
出
の
状
況
を
表
３
に
ま

と
め
ま
し
た
。

　
収
入
に
つ
い
て
は
、
市
税
収
入

が
予
算
額
に
対
し
て
５９
・
５
㌫
納

入
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
株
式
等
譲
渡
所
得
割
交
付
金
や

自
動
車
取
得
税
交
付
金
、市
債
は
、

年
度
末
に
納
入
さ
れ
る
予
定
で
、

国
庫
支
出
金
や
県
支
出
金
は
、
事

業
の
完
了
後
に
納
入
さ
れ
る
予
定

の
た
め
、
収
入
率
は
低
く
な
っ
て

い
ま
す
。

　
支
出
に
つ
い
て
、
定
期
的
に
支

出
す
る
人
件
費
や
公
債
費
（
借
金

を
返
済
す
る
お
金
）
は
、
支
出
率

も
順
調
で
す
が
、
衛
生
費
、
農
林

水
産
業
費
、
土
木
費
は
、
建
設
事

業
な
ど
を
多
く
行
っ
て
い
て
、
事

業
を
完
了
し
て
か
ら
の
支
出
が
多

く
な
る
た
め
、
支
出
率
は
低
く

な
っ
て
い
ま
す
。

　
民
生
費
は
、
国
民
健
康
保
険
や

介
護
保
険
事
業
な
ど
の
繰
出
金
が

下
半
期
に
支
払
わ
れ
る
こ
と
か

ら
、
支
出
率
が
低
く
な
っ
て
い
ま

す
。

　
な
お
市
全
体
の
歳
入
と
歳
出
の

状
況
は
、
例
年
と
同
様
に
な
っ
て

い
ま
す
。 　

市
民
の
皆
さ
ん
に
よ
り
一
層
、
市
政
へ
の
理
解
と
関
心
を
深
め
て
い
た
だ
く
た

め
、
市
で
は
財
政
状
況
の
公
表
に
関
す
る
条
例
の
規
定
に
基
づ
き
、
定
期
的
に
財

政
状
況
を
公
表
し
て
い
ま
す
。
今
回
は
、
本
年
４
月
１
日
か
ら
９
月
３０
日
ま
で
の

半
年
間
の
予
算
の
執
行
と
地
方
債
、
基
金
の
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

□
問
い
合
わ
せ
　
財
務
課
（
内
線
４
３
６
）　

区分 現在高 市民１人当たり

一般会計 ３２０億２，２９４万円 ６１万０，６４７円

特別会計 １４１億４，００１万円 ２６万９，６３６円

企業会計 ３５億９，７８７万円   ６万８，６０８円

市債総計 ４９７億６，０８２万円 ９４万８，８９２円

区分 現在高 市民１人当たり
積み立てる基金 １７６億１，４４３万円 ３３万５，８９０円

 一般会計の基金 １７１億４，９９３万円 ３２万７，０３３円
 特別会計の基金 ４億６，４５０万円 ８，８５７円

運用する基金 １３億１，２４４万円 ２万５，０２７円
企業会計の基金 ２億８，７４０万円 ５,４８０円
基金総計 １９２億１，４２６万円 ３６万６，３９８円

予
算
の
３
割
が
支
出
済
み

本
年
度
上
半
期
　
市
の
財
政
状
況
を
公
表

　
下
の
表
１
の
よ
う
に
一
般
会
計

は
１１
億
８
９
７
８
万
円
（
繰
越
予

算
の
２
億
８
０
５
５
万
円
含
む
）、

特
別
会
計
は
５
億
３
５
９
３
万

円
、
企
業
会
計
は
３
３
５
万
円
の

増
額
補
正
を
行
い
ま
し
た
。

　
補
正
予
算
の
主
な
内
訳
は
、
一

般
会
計
で
は
６
月
に
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
な
ど
を
利
用
し
た
鳥
獣
害

対
策
事
業
、
大
正
ロ
マ
ン
株
式
会

社
へ
の
出
資
金
、
自
治
会
な
ど

が
備
品
を
整
備
す
る
た
め
の
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
育
成
経
費
な
ど
に

４
４
４
３
万
円
、
７
月
に
恵
那
市

名
誉
市
民
を
偲し

の

ぶ
会
に
７
５
０
万

円
、
９
月
に
長
島
こ
ど
も
園
設
計

業
務
お
よ
び
土
壌
汚
染
調
査
業

務
、
リ
ニ
ア
中
央
新
幹
線
を
生
か

し
た
ま
ち
づ
く
り
の
た
め
の
基
金

積
立
、
笠
置
山
山
麓
の
整
備
に
向

け
た
構
想
作
成
事
業
、
マ
イ
ナ
ン

バ
ー
制
度
の
導
入
に
向
け
た
シ
ス

テ
ム
改
修
、
東
濃
５
市
が
連
携
し

て
東
京
な
ど
で
観
光
Ｐ
Ｒ
を
行
う

東
濃
ぐ
る
り
ん
観
光
事
業
、
上
矢

作
町
６７
号
線
の
災
害
復
旧
工
事
な

ど
に
８
５
７
３
万
円
を
計
上
し
ま

し
た
。

　
特
別
会
計
で
は
、
国
民
健
康
保

険
事
業
特
別
会
計
や
介
護
保
険
特

別
会
計
で
前
年
度
精
算
に
よ
る
返

還
金
、
簡
易
水
道
事
業
特
別
会
計

で
国
有
林
境
界
標
復
元
業
務
な
ど

の
増
額
補
正
を
行
い
ま
し
た
。

　
企
業
会
計
で
は
、
介
護
老
人
福

祉
施
設
事
業
会
計
で
構
内
道
路
維

持
工
事
設
計
業
務
の
増
額
補
正
を

行
い
ま
し
た
。

科目 現計予算額 収入済額 収入率
市税 ６９億５，０００ ４１億３，７９６ ５９.５㌫
地方譲与税 ２億６，３７０ ８，３５４ ３１.７㌫
利子割交付金 １，３５０ ５７４ ４２.５㌫
配当割交付金 ２，２００ １,０４４ ４７.５㌫
株式等譲渡所得割交付金 1,５００ ０ ０.０㌫
地方消費税交付金 ８億２，５００ ５億８，６６４ ７１.１㌫
ゴルフ場利用税交付金 １億１，１７０ ４，８７９ ４３．７㌫
自動車取得税交付金 ５,０７０ １，６３５ ３２.２㌫
地方特例交付金 ２，３９０ ２，４０３ １００.５㌫
地方交付税 ９１億０，１１３ ６７億５，７７９ ７４.３㌫
交通安全対策特別交付金 ５１０ ３０２ ５９．３㌫
分担金及び負担金 ３億１，８６９ １億１,４３６ ３５.９㌫
使用料及び手数料 ３億９，７９６ １億５，７４４ ３９．６㌫
国庫支出金 ２３億２，１２８ ７億１，１７９ ３０.７㌫
県支出金 ２０億７,８０８ ２億８，２４３ １３．６㌫
財産収入 １億０，９９８ ３，５９８ ３２．７㌫
寄付金 ５００ ２,５１０ ５０１．６㌫
繰入金 １５億９，９７４ ０ ０.０㌫
繰越金 １２億１，６８０ １２億１，６８０ １００.０㌫
諸収入 ６億７，２８２ ２億３，９７９ ３５．６㌫
市債 ２３億９，７７０ ０ ０.０㌫
合計 ２８４億９，９７８１４４億５，７９７ ５０．７㌫

科目 現計予算額 支出済額 支出率

議会費 ２億２,０７７ １億１，６７５５２.９㌫
総務費 ３８億２，９４８ １２億７，４１５３３．３㌫
民生費 ７２億６，５１７ ２４億３，７５９３３．６㌫
衛生費 ４９億２，７８０ ５億６，４２４１１．５㌫
労働費 ５，１１０ ５，０２６９８．４㌫
農林水産
業費 １３億４，８１３ ３億１,２２８２３．２㌫

商工費 ８億６，８９８ ３億９，３００４５．２㌫
土木費 ２０億６，８３４ ３億０，４９８１４．７㌫
消防費 １４億９，２１７ ４億３,６４３２９．２㌫
教育費 ２６億４，６４５ １０億４,７０３３９．６㌫
公債費 ３７億３，６３０ １８億６，８３６５０．０㌫
予備費 ３，０００ ０ ０．０㌫
災害復旧
費 １，５１０ １８９１２．５㌫

合計 ２８４億９，９７８ ８８億０，６９４３０．９㌫

内訳 当初予算額 補正額 合計

一般会計 ２７３億１，０００万円 １１億８，９７８万円 ２８４億９，９７８万円

特別会計 １６６億１，２５０万円 ５億３,５９３万円 １７１億４，８４３万円

企業会計 ９７億０，９００万円 ３３５万円 ９７億１，２３５万円

合計 ５３６億３，１５０万円 １７億２，９０６万円 ５５３億６,０５６万円

表１　補正予算の状況（９月３０日現在）

※補正額には昨年度からの繰越予算を含む。企業会計の予算額は支出予算

表２　一般会計収入の状況 表３　一般会計支出の状況

表４　市債の状況 表５　基金の状況

市
税
の
収
入
率
は
６０
％

１７
億
３
千
万
円
を
増
額
補
正

一
般
会
計
５１
％
収
入
済
み

市
の
借
金
は
４
９
７
億
円

（万円）（万円）

※人口は９月３０日現在の５２,４４１人を基準。端数処理のため金額が合わない場合があります
0 50 100 150 200 250 300 350 0 50 100 150 200 250 300 350

≪歳入の状況≫ ≪歳出の状況≫

１７１億４,８４３

２８４億９,９７８

９５億３,０１４

１７１億４,８４３

２８４億９,９７８

９７億１,２３５

５７億２,５３８

１４４億５,７９７

２１億５,０２０

８８億０,６９４

６４億６,２７３

３１億５,６８５

収入率
５０．７％

収入率
３３．４％

収入率
２２．６％

支出率
３０．９％

０ １００ ２００ ３００ ０ １００ ２００ ３００

（万円） （万円）

支出率
３７．７％

支出率
３２．５％

収入済
予算

（億円）（億円）

全体の収入率
４０．５％

全体の支出率
３３．３％

収入済
予算

収入済
予算

支出済
予算

支出済
予算

支出済
予算

一般
会計

特別
会計

企業
会計

一般
会計

特別
会計

企業
会計
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